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2020年度 第１四半期決算は、非常に厳しい事業環境となり、コロナウイルス感染症拡大による影響を受け、
マスクなどの手作り特需があったP&H以外の全ての事業で減収減益となりました。

・P&S事業
在宅勤務の機会の拡大により、SOHO向けの需要は増加しましたが、SMB向けのPVの減少を補うことは
できませんでした。

・P&H事業︓
手作りに対する需要が喚起され、普及機を中心に大幅な増益となりました。

・⼯業⽤ミシン事業︓
ガーメントプリンターは需要の拡大がありましたが、⼯業⽤ミシンについては需要の低迷が続きました。

・産業機械︓
IT向けにスポット案件の効果がありましたが、⾃動⾞・⼀般向けの需要は低迷しました。

・N&C事業︓
直営店舗の休業の影響、カラオケ機器の需要の落ち込みにより、大幅な⾚字となりました。

・ドミノ事業︓
本体販売は減速し、大幅な減益となりました。

2020年度の通期業績予想は、コロナウイルス感染症拡大の影響が継続し、大幅な減益となる⾒通しです。

・P&S事業︓
在宅勤務の機会拡大による需要の増加も、オフィスでのPVの減少に加え、供給遅延の影響もあり、減益となる⾒込み

・N&C事業については、下期にかけて緩やかな回復を⾒込んでいるものの、需要はコロナ前の⽔準には回復せず、
大幅な⾚字となることを想定

配当⾦については、
2020年度通期で、著しい業績悪化が⾒込まれることから、配当性向35％にあたる、年間1株あたり34円の配当と
させていただきます。
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新型コロナウイルス感染症拡大による厳しい事業環境を受け、
2020年度 第１四半期累計期間は、減収減益の決算となりました。

売上収益は、前年⽐ 260 億円減収となる １,332億円 となりました。

利益⾯は、
事業セグメント利益は、 90億円減の 86億円、
営業利益は、 88億円減の 93億円、
親会社四半期利益は、 63億円減の 66億円 と大幅な減益となりました。
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事業セグメントごとの業績⼀覧です。
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20年度 第１四半期の売上収益の増減要因です。

・P&Sは、在宅勤務、在宅学習の機会の増加により、SOHO向けの需要は高まりましたが、オフィスでのPVの
減少により、116億円の大幅な減収

・P&Hは、手作り需要が喚起され、普及機を中心に好調に推移し、25億円の増収

・マシナリーは、産業機器、⼯業⽤ミシン、⼯業⽤部品とも需要の弱い状況が続き、51億円の減収

・N&Cは、店舗の休業、休業中の顧客に対する減免措置の適⽤、業務⽤カラオケの需要減により52億円の減収

・ドミノは各国ロックダウンの影響で、欧州を中心に製品本体の需要が減速し、7億円の減収

加えて、為替のマイナス影響が全社で53億円あり、全体で、260億円 減収の １,332億円となりました。
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事業セグメント利益の増減要因です。

ご覧の通り、P&S事業、N&C事業ともに販管費の抑制効果はあったものの、それぞれの減収による 影響を
補いきれず、大幅な減益となりました。

これらの結果、2020年度 第１四半期の事業セグメント利益は、前年⽐マイナス90億円の86億円と
なりました。
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通期の業績予想は、厳しい事業環境を受け、通期業績は、減収・減益となる⾒込みです。

2020年度通期の売上収益は、前年⽐ 773 億円減収となる 5,600億円

利益は、
事業セグメント利益は、359億円減の 310億円
営業利益は、 363億円減の 310億円
親会社当期利益は、 246億円減の 250億円

大幅な減益となることを⾒込んでおります。
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20年度年間の売上収益の増減要因です。

・P&Sは、主にSMB向けでのオフィスでのPVの低下、供給遅延による販売への影響もあり、大幅減収

・P&Hは、在宅時間が増えたことによる手作りへの需要が増加し、増収

・マシナリーは、産業機器、⼯業⽤ミシンの需要の回復には時間がかかる⾒込みで減収

・N&Cは、Q1での店舗休業の影響と、カラオケを取り巻く環境変化による需要の落ち込みで大幅な減収

・ドミノは、顧客の設備投資需要が欧州を中心に減速

加えて、為替のマイナス影響が全社で168億円あり、全体で773億円減収の5,600億円を⾒込んでいます。
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財政状態については、特に大きな変化はありません。
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設備投資︓
20年度は、P&S事業で新製品投⼊のための⾦型投資や既に着⼯している愛知県刈⾕市での産業機器の
ショールームの建設費⽤等で、設備投資の⽔準はあがる⾒込みです。

開発費︓
業績は厳しいですが、将来に向けた必要な投資は減らすことなく、すすめていきます。
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株主還元については、将来の成⻑のための投資に必要な内部留保の確保やキャッシュ・フローの状況などを勘案し
つつ、安定的な株主還元を実施することを基本方針としています。

2021年度を最終年度とする中期戦略「CS B2021」では、次なる成⻑に向けた成⻑基盤の構築のための投資
を⾏う⼀方で、連結配当性向35％を⽬安とした安定的な利益還元を実施することを⽬標としております。加えて、
急激な経営環境の悪化による著しい業績低迷時を除き、1株当たり年間60円を配当の下限⽔準としています。

現在の経営環境は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により急激に悪化しており、収束の時期も⾒通しがつ
かない状況です。当社の今期の業績につきましても大幅な減収減益となる⾒通しです。

このような経営環境を受け、2021年３⽉期の１株当たり配当⾦予想につきましては、年間34円（連結配当性
向35％）とさせていただきます。
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P&S事業の第1四半期の売上収益は829億円。
現地通貨ベースでは、対前年で マイナス11.8％の減収となりました。

◇通信・プリンティング機器
売上収益は739億円。現地通貨ベースでは対前年で マイナス10.0％となりました。

レーザー複合機・プリンター︓
在宅勤務や在宅学習の機会が増加したことにより、SOHO向けの需要は大きく増加したものの、各国ロックダウンによる
オフィス閉鎖の影響を受け、SMB向けは本体、消耗品ともに減収となりました。

インクジェット複合機︓
在宅勤務や在宅学習の機会の増加により需要は拡大しましたが、ロックダウンによる⼯場の操業停⽌の影響もあり、
供給ができなかったことから販売数量は大幅に減少しました。加えて、為替のマイナス影響もあり、事業全体で減収と
なりました。

◇電子文具
売上収益は90億円で、現地通貨べースでは、対前年でマイナス24.5％となりました。
ラベルライターが堅調に推移した日本をのぞき、各国のオフィス閉鎖や営業活動の制約などの影響でオフィス・業務⽤途
のラベリング、ソリューション分野とも需要は低迷し、欧米を中心に、大幅な減収となりました。

事業セグメント利益は、94億円で、対前年でマイナス43.1％の減益となりました。
家庭/SOHO向けの需要は増加しましたが、SMB向けの落ち込みを吸収しきれなかったこと、加えて⼯場の操業停⽌に
よる供給遅延、為替のマイナス影響もあり、大幅な減益となりました。

通期の⾒⽴て︓
通信・プリンティングについては、別スライドにて扱います。
ラベリング・ソリューション分野については、ゆるやかに回復⾒込みも、オフィス・業務⽤途向けの需要の回復には、時間が
かかる⾒込みです。
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主要製品の売上伸び率・構成⽐です。

レーザー（LBP）の売上伸び率（現地通貨ベース）は、本体がプラス11%、消耗品はマイナス15％となりました。
インクジェット（IJP）の売上伸び率（現地通貨ベース）は、本体がマイナス33％、消耗品はマイナス20％となりました。

消耗品⽐率︓
製品本体ではLBPの本体販売数量が伸びたことと、消耗品では、主にオフィスでのPVが
減少し、消耗品売上が落ち込んだことにより、過去8四半期と⽐較しても、低い⽔準となりました。

販売台数︓
LBPでは、SOHO向け製品の販売が好調に推移し、プラス12％。
IJPでは需要は強いのですが、供給遅延による影響でマイナス39％となりました。

通期⾒通し︓
LBPの製品本体では、SOHO向けは在宅勤務、在宅学習向けの製品本体への需要は⼀巡する⾒込みです。
SMB向けについては、緩やかな回復が⾒込まれますが、オフィスでのPVの減少により、通期を通じ、消耗品の売上は
弱い状況が続くものと想定しています。

IJPについては、新興国市場での感染の拡大基調が懸念されることや、製品供給遅延による影響により製品本体、
消耗品とも、通期を通じて売上は低い⽔準で推移するものと想定しております。
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P&S事業の需要動向、業績⾒通しについてご説明します。

【需要動向】 業界全体の需要動向です。
Q1では、家庭/SOHO向けの小型機に対する需要が増加した⼀方で、SMB向けを中心に製品本体、消耗品ともに需要は
低迷しました。
Q2以降の⾒通しでは、需要は緩やかに回復することを⾒込んでいますが、コロナ前の状況までは戻らないものと⾒ています。
在宅勤務、在宅学習向けの製品本体への需要は⼀巡する⾒込みですが、消耗品については、在宅勤務の機会の増加に
より、オフィスで稼働するプリンタのPVは低下すると⾒ています。

【業績⾒通し】 ブラザーのQ1実績と、Q2以降の⾒通しです。
Q1実績は前のスライドでご説明したとおりです。
Q2以降の⾒通しですが、⽣産は7⽉末時点で、おおむねコロナ前の⽔準まで回復しています。
需要は段階的な回復を⾒込んでいますが、主にオフィス向けのプリンタのPVの減少や、供給遅延による機会損失により、
減収、減益を⾒込んでいます。
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P&S事業セグメント利益の増減要因分析です。主に費⽤についてご説明します。

Q1︓
営業活動の制限により費⽤は大幅に減少しましたが、売上減収を受けた限界利益の大幅減を吸収できませんでした。

Q2以降の⾒通し︓
販促費⽤はQ2以降も削減予定ではあるものの、営業活動の再開、⼯場稼働率の回復による固定費増、
および供給遅延への対応のための消耗品の航空輸送費などが加わり、費⽤の⽔準は高くなり、利益を圧迫する⾒込みです。
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P&H事業の第1四半期の売上収益は109億円、
現地通貨ベースの伸び率では、プラス28.3％の大幅な増収となりました。

家庭⽤ミシンは、各国でのロックダウンや、在宅勤務の機会の拡大により、
⾃宅で過ごす時間が増えたことで、マスクづくりなどの手作り需要が喚起され、普及機を中心に販売は好調に推移しました。

利益については、
前年同期の１億円に対して、13億円増の14億円となり、大幅な増益となりました。

通期については、手作り需要の高まりにより、売上は前年度並を想定していますが、製品構成の変化により、減益となる
⾒通しです。
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マシナリー事業の第１四半期の売上収益は、マシナリー事業全体で150億円。
現地通貨ベースの対前年で マイナス26.7％の大幅な減収となりました。

◇⼯業⽤ミシン︓
ガーメントプリンターは、ECサイトを利⽤するお客様からの引き合いが強く、需要拡大が続いたものの、縫製⼯場向けの市場が
低調に推移していたところに、新型コロナウイルス感染症拡大による影響が重なり事業全体で大幅な減収となりました。

◇産業機器︓
IT向けはノートPCなどのスポット案件の効果もあり増加したものの、⾃動⾞・⼀般機械関連向けは世界的な
⾃動⾞販売台数の減少を受けた顧客の新規設備投資の抑制による影響が大きく、大幅な減収となりました。

◇⼯業⽤部品︓
国内向けは製造業全般の製造活動鈍化や設備投資抑制の動きが高まったこと、
海外向けは主にアジア向けの需要が低迷したことにより、減収となりました。

売上収益の内訳は、
⼯業⽤ミシンが45億円、産業機器が69億円、⼯業⽤部品が36億円となりました。
利益は、事業全体で、事業セグメント損失マイナス１億円、営業損失マイナス4億円の⾚字となりました。

通期については、ガーメントプリンターは堅調な推移を⾒込んでいるものの、産業機器、⼯業⽤ミシン、⼯業⽤部品については、
これまで低調な事業環境が続いていましたが、コロナウイルスによる影響も重なり、需要の低迷を受け、減益となる⾒通しです。
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ネットワーク・アンド・コンテンツ事業は、カラオケをとりまく環境の大きな変化により、非常に厳しい経営環境となりました。

第１四半期の売上収益は、62億円、対前年でマイナス45.6%の大幅な減収となりました。

利益については、
事業セグメント損失 マイナス23億円、営業損失 マイナス23億円の⾚字となりました。
店舗の休業影響、及びカラオケ機器販売の落ち込みによる売上の減収を受け、大幅な⾚字となりました。

次ページにて詳細をご説明します。
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N&C事業のQ1実績、通期⾒通しについて、カラオケ事業と、店舗事業とに分けてご説明します。

Q1実績︓

業務⽤カラオケ事業は、前年⽐約4割の減収となりました。営業⾃粛により休業されているお客様への情報提供料の減免措置
の適⽤、カラオケ需要低迷による機器販売、レンタル、情報提供料の収⼊も低迷し大幅減収となりました。

店舗事業は、前年⽐約8割の減収となりました。緊急事態宣言による休業要請に応じ、4⽉、5⽉の直営店舗を
ほぼ完全休業したことにより大幅減収となりました。5⽉末より、感染症防⽌対策を講じた上で、段階的に店舗営業を再開して
いますが、客足のもどりは6⽉で平均5割です。

通期⾒通し︓

業務⽤カラオケ事業は、前期⽐で約3割の減収⾒込みです。稼働台数、固定売上（情報量・レンタル料）ともに営業⾃粛に
ともなう減免措置が6⽉末で解除され、7⽉以降は、期末までに、対前期⽐で9割程度までの回復を想定しています。収益悪
化に伴い、大規模なコストダウンを実⾏してまいります。

店舗事業は、前期⽐で約4割の減収⾒込みです。6⽉の店舗売上は、カラオケ直営店舗では平均約5割まで回復しました。
Q2以降、市場は緩やかに回復し、段階的に、対前期⽐ 8割程度まで回復を想定しています。なお、店舗営業継続の基準を
設け、不採算店舗については基準に照らして閉店を実施してまいります。



23

ドミノ事業のQ1の売上収益は154億円、ポンドベースの伸び率では、前年⽐ マイナス４.2％の減収となりました。
コロナ影響を受け、主に欧州での需要が低調に推移しました。

設備投資需要の低迷を受けて製品本体の販売は減速したことや、顧客の⼯場での設置・検収などの営業活動にも
制限が加わり、事業全体で減収となりました。

利益については、事業セグメント利益が4億円、営業利益が2億円と、売上の減収および売上構成の変化により、
大幅な減益となりました。

通期については、設備投資需要の回復には時間がかかり、需要が弱い状態が続くと想定されること、および売上構成の
変化により、減益となる⾒込みです。
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この第1四半期に、ドミノ初となるコルゲート印刷機を発売しました。

これにより、パッケージ印刷市場の中でも、ラベル印刷市場に加えて、段ボール向け市場に進出することができました。

段ボールへの高速オンデマンド印刷対応により、お客様のコスト⾯や環境⾯に貢献し、今後のデジタル印刷事業の
さらなる売り上げ拡大を⽬指していきます。

◆ご参考︓
VIDEO: Domino X630i digital aqueous inkjet corrugated press
https://www.youtube.com/watch?v=YqIhlYcKy4I

https://www.youtube.com/watch?v=YqIhlYcKy4I
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ブラザーグループの方針、ESG活動に関する情報開⽰に⼒を⼊れたことにより、
ESGレーティングのスコアが向上し、GPIFが指数として採⽤する、FTSEとMSCIのESGインデックスに初選定されました。

今後も、ESG活動への取り組みを積極的に進め、事業の成⻑と社会的責任の
遂⾏によって、すべてのステークホルダーとの⻑期的な信頼関係を構築してまいります。
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